
第 章

市場経済化過程におけるベトナム労働法

はじ

本論で

る。社会

生産手段

め

は

主

の

に

市場経済化過程

義体制の下では

所有者であり，

めに労働

市場経

していた。

済への移行により

における

，生産手

労働者は

，社会主

ベ

段は

自ら

トナムの労働法

公有制であり，

のために労働す

義体制の下で存在し

制の変化

労働者は

ると同時

を取

理

に

り上げ

念的には

国家のた

なかった別の労働関

係が発生

約関係が

労働法制

備である

場を保護

す

発

の

。

す

ることになる。

生することにな

第 の目的は，

制度の枠組みと

る国家による労

護と同時

本論で

に開発促進の目的

は，雇用，労働契

使用者と

る。社会

使用者と

しては，

働者保護

も有して

約・労働

労働

主義

労働

労働

が柱

者との間の労働

から市場経済へ

者が対等に取引

契約制と労働者

となる。しかし

いる。

協約，労働組合，

契約とい

の移行過

できる労

の相対的

労働法は

労働紛争

う

程

働

に

，

新しい契

における

市場の整

不利な立

労働者保

解決につい

て，市場

文につい

国労働法

経

て

典

済化過程におけ

は，日本労働研

（村野 勉訳）

るベトナ

究機構，

を参照し

ム労

海外

た。

働法の問題点を

資料 ベ

考える。

トナム社

労

会

働法典訳

主義共和



．社

年

ベ

会

トナ

主義

月，

ジュネー

の前史は

ブ協定

，北ベ

ム労働法制

体制下の労働法制

ベトナム民主共和国

により，ベトナムは

トナム，すなわちベ

が成立し

南北に分

トナム民

，インドシナ戦争を

断された。ベトナム

主共和国における労

経て 年

の労働法

働法制か

の

制

ら

始めなけ

この時

チュー

している

れ

期

）と

（
（ ）

ばな

は社

中央

。

社会主

行政指導

義建設

（

らない。

会主義制度を確立す

計画経済の制度を

）は，この時

る時

確立

期

期，

する

の労

期においては，国家全体とし

）がその

つまり生産手段の共

時期であった。フ

働法制について次の

有

ァム

よう

（制

コ

に説

ての統一的計画化と

要であった。したが

財政補助

って労働

ン

明

的

関

係と労働

る労働関

係とそれ

とが目的

まな面で

管

係

以

と

支

理は

を規

外の

され

配的

例えば

議定

，国営

）は，

相似していた。労働

定することにあった

諸組織・団体の労働

た。この特徴，すな

であった。

法の

。国

関係

わち

目的

営企

とい

官僚

企業などに適用され

労働者の採用と給与

る採用と

に関す

は，国営企業・国家

業・国営農場等にお

う二つの労働関係を

的行政指導が労働関

機

け

統

係

関にお

る労働

合する

のさま

労働時間に関する議

る規則であった。こ

定（

の規則の

け

関

こ

ざ

年

下

では，国

（企業）

の指令に

組織への

チュー

家

が，

従

指

は

が最

所定

うも

令伝

，こ

高使用者で，国営企

の計画に従い募集・

のであった。つまり

達手段として，行政

のような中央管理体

業

選

，ベ

的労

制が

レベ

考を

トナ

働組

，使

ルでは国家に代わっ

行っていたが，これ

ムでは共産党中央か

織が機能していた。

（企業）用者 ・労働

て経

は中

ら

者双

済組

央か

末端労

方の

織

ら

働

依



存心理を

調停とい

醸成し，能動的，

うような労働紛争

創造的能

解決制度
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力を停滞させたと

は整備されていなか

るベトナム

している

った。国

労働

（ ）

法

。和解，

営企業での

労働契約

労働者

されるの

において

働者階級

制

組

は

で

最

はきわめて短期

織としての労働

， 年のベト

あった。 年憲

大の大衆組織で

理の学校

労働組合

である としてい

が国家的問題に参

的な補助

組合が，

ナム社会

法では，

あり，共

的労

社会

主義

ベ

産主

働に限られてい

主義の前衛とし

（以共和国憲法

トナム労働組合

義の学校であり

（第る

加し，国

条）。さらにその権

家諸機関の職務を監

た。

てその役

後， 年

総連合は

，経済管

割

憲法

ベト

理

を明確に

とする）

ナム労

と国家管

限の範囲

督し，工

内において，

場経営に参

加する，

存在して

体制下で

年

で発生す

と

い

国

に

る

している。しか

るにすぎなかっ

家行政管理の末

ベトナムが市場

新たな労働関係

た。次に

る。

，市場経済システ

し，チュ

た。ここ

端として

経済を導

に対応す

ーに

から

機能

入し

る労

よれば，労働協

，ベトナムの労

していたという

た。市場経済シ

働市場を整備す

ムへの移行過程での労働法制

約制度は

働組合は

状況が推

ステムへ

ることが

，

，

測

の

必

形式的に

計画経済

できる。

移行過程

要になっ

の変化について述べ

．市

年

モイは，

場

の

市

経済システム導

第 回党大会は

場システムにあ

ち出した

働者に対

が，これに伴って

す （使用る企業主

入と労働

，経済体

わせた企

市場

制の

業の

整備

（ドイモイ刷新

自主的経営体制

新たな労

者）の責任

働組織と管理の必要

，賃金制度，企業

）を決定

を導入す

した

る

。ドイ

方針を打

性が議論

における

された。労

労働生産性

の向上，

だった。

年

に関する

使用者が

労

の

権

労

働者の権利義務

政府議定 号は

限を企業に与え

働者に対して

など，市

，企業が

た。同議

権利だけ

場シ

直

定は

でな

ステムに対応し

接労働者を採用

，労働契約に関

く責任も有す

た制度の

できるよ

しても規

ることを

変

うに

則

明ら

化が必要

，採用

を定め，

かにし



（ ）た 。

した。労

市場シ

働契約

ステムへの移行は，

（ 年）令 ，労働組合

労働市

令（

場に関する新たな制

年） （，労働保護令

度を必要

年）が制

と

定

された。

どに関す

は市場シ

年

の多様な

上

る

ス

の

企

記の

規則

テム

ドイ

業形

用形態も

護の統一

多様に

的制度

法令制定に続いて，

やガイドラインが制

導入の初期段階にお

モイ憲法において，

態が経済体制として

雇用

定さ

ける

私営

認め

，集

れた

過渡

企業

られ

なる。多様な経済セ

を作る必要が生じて

クター体

きた。労

団労働協約，賃金，

。しかし，これらの

的性格のものであっ

，外国投資企業，個

た。所有形態が多様

社

法

た

人

化

会保険

令・規

。

経営な

すれば

制の下で，労働関係

働法典制定は，ベト

，労働者

ナムの市

な

則

ど

雇

保

場

経済化の

典は，こ

前と決定

た。

進

れ

的

展を

まで

に異

． 年労

示すものであった。

の労働関係の法令・

なるのは，労働者の

年

規則

ス

に国

を集

トラ

働法典の概要

会で労働法典が成立

約したものとされて

イキ権が認められた

し

い

こと

た。同

るが，

であ

法

従

っ

労働法

労働契約

（第 章）

に関する

別規定

典

（

，労

特

（第

は，

第

働規

別規

章）

（第 章

（第監査

），労働の

章），

（第 章前文，総則

章） （第，労働協約

（第律・物的責任

（第 章）定 ，未成年

（第 章，社会保険

（第 章）国家管理

（第 章）施行 という

），

章

章

労

），

雇用

），賃

），労

働者

労働

，労働法

構成と

（第 章），実習訓練

（第 章）金 ，労働

（第 章働安全衛生

およびその他労働者

（第 章）組合 ，労働

規違反に対する国家
（ ）なっている 。

（第

時間

），

に関

紛争

章

・休

女子労

する

の解

の労働制

），

憩

働

特

決

裁

ベトナ

ることに

国家が介

は同時に

という開

ム

あ

入

労

発

の労

った

して

働生

促進

働法典の目的は，賃

。市場においては弱

労働市場の不完全性

産性，効率性を高め

の制度でもあった。

金労

者で

を補

，国

労働

働者

ある

完す

家建

法典

の労働関係と労働市

労働者には保護が必

ることにあった。し

設と工業化・近代化

の前文は，労働法典

場

要

か

に

が

を整備

であり

し，そ

貢献す

，労働

す

，

れ

る

者



の権利保

の確立と

護，使用者の権利

同時に， 国の工業

と法的利

化と近代
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益の保護，調和のと
（ ）化 に寄与する

るベトナム

れた安定

ものとし

労働法

的労使関係

ている。

総則に

他労働に

有形態に

人に適用

（第 条

お

直

属

さ

）。た

いて，労働法典

接関係する社会

するすべての労

（第れるとする

だし，国家公

団体職員

条）。つ

，大衆組織，合作

まり，労働法典が適

は 賃金

的関係

働者，組

条）。外

務員，地方

労働

を

織，

国

公

者と使用者間の

（規定するとし

労働契約に従っ

投資企業にも労

務員，人民軍・

社等に対

用される

しては，他の法規

のは，賃金労働者

労使関係

第 条），

て労働を

働法典が

公安職員

すべ

使

適用

，政

と その

ての所

用する個

される

治社会

が適用さ

と使用者

れ （第る

の労働関係

に対して
（ ）る 。

労働者

（第 条

し，事業

で

と

）で

体

あり，その限り

は，年齢 歳以

ある。労働者は

の規定を法律の

（第る

条 ）。

条 ）。労働者は，

において

上で労働

労働組合

規定に従

企

する

を

って

業の所有形態に

能力を有し，労

設立し，参加し

事業体の管理に

法律に定めるストライキを行

かかわら

働契約を

，活動す

参加する

ず適

締

る権

権

用され

結した者

利を有

利を有す

う権利を有 （第する

労使関

労働紛争

条）。

次に，

係

が

ベ

は，自由意思，

生じた場合は，

トナムの労働市

労働市場の現状

平等，協

和解また

場の現状

力の

は

につ

原則に基づく交

仲裁による解決

いて述べる。

渉・合意

が奨励さ

に

れ

基づき，

（第る

年

た。この

あった。

現在失業

の

う

経

中

人口センサスに

ち，過去 カ月

済活動人口は，

でも仕事につく

よれば，

間に仕事

年齢 歳

意思のあ

ベト

のあ

以上

る

ナムの総人口は

った経済活動人

で，仕事につい

労働者と定義さ

万

口は

ている労
（ ）れる 。

万

働

経済

人であっ

人で

者または

労働人



口を所有

関係を含

セクタ

む）が

ー別にみると，国家

％，非国家部門が

部門（公

％であ

務員，国営企業労働者

る。産業別にみると

，軍・

，農林水

治安

産

業が

ナムの経

に労働人

ベトナ

である。

％

済

口

ム

こ

，建

活動

が集

の労

の不

の不足と

農村の潜

いう問

在失業

設・工業部門で

人口の 割以上が農

中していることを意

働市場が直面してい

均衡には二面ある。

％，

林水

味す

る問

第

サー

産業

る。

題は

の面

題である。農村に人

率が高いこと，また

口の 割

毎年，労

ビス部門が ％で

であるということは

，一つは労働力の需

は，余剰労働力つま

あ

，

給

り

る。ベ

この分

の不均

失業と

が生活しているとい

働市場に参入する新

う状況で

規労働力

ト

野

衡

職

，

が

万人

いること

年以
（ ）る 。

第 の

から

な

後

面

どの

増加

はハ

る。ベト

れは技術

ナムは

者，技

万人と推定され，他

，当然の結果として

傾向にある。 年の

イレベルの技術，知

方で

失

都

識を

経済

業の

市部

必要

識字率が高く，国民

能工，高度な知識を

は勤勉で

必要とす

が停滞して雇用機会

問題が深刻である。

失業率は， ％前後

とする分野での人不

が

失業

と推

足

縮小し

率は

測で

問題で

あるとされている。

る経営人材という点

しかし，

では，い

て

，

き

あ

そ

ま

だに市場

化を担う

このよ

の

ハ

う

ニー

イレ

な状

ズに応えられない状

ベルの人材が不足し

況で，移行過程にあ

態に

てい

るベ

ある

るの

トナ

。ベトナム経済の近

（表 ， ）である。

ムの労働分野での差

代

し

化・工

迫った

業

問

表１　15歳以上労働人口の教育レベル�

1996

全　　体 うち女性 

1997

全　　体 うち女性 

1998

全　　体 うち女性 

（％） 

文　　　　盲 
小等教育中退 
初等教育終了 
中等教育終了 
高等教育終了 

（出所）『ベトナムの労働・雇用情勢1996－1998』統計出版。 

5.8 
20.9 
27.8 
32.1 
13.5

62.3 
56.4 
49.7 
18.3 
44.1

5.1 
20.3 
28.1 
32.4 
14.1

61.6 
55.5 
49.2 
48.1 
44.0

3.8 
18.5 
29.4 
32.3 
16.0

62.4 
56.1 
45.3 
48.3 
44.2
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題となる

用不足，

る。次に

定と政策

の

，

に

は， 国営企業

産業近代化のた

前述した労働市

ついて述べる。

のリスト

めの知識

場の現状

ラに

労

をふ

伴う失業対策，

働者，技術者不

まえて，労働法

地方・

足，とい

典の雇用

農

うこ

に

村部の雇

とにな

関する規

労働法

にかかわ

雇

典

る

用

（雇用の第 章

労働者および使

．雇用に関する国の任

）は，雇用

用者の権

務

拡

利に

大・創出のため

ついて定めてい

の国家の

る。

任務と雇用

労働法

動と規定

援助，貸

遇措置を

講ずる。

典

し

付

制

政

は，雇用を，所

ている。国は，

，税の減免など

定する。また雇

府は，雇用創出

得を創出

雇用創出

の措置を

用創出を

プログラ

し，

の目

講ず

もた

ムを

法律で禁止され

標を定め，必要

る。国は，少数

らす越僑の投資

毎年策定し，政

ないすべ

な条件を

民族のた

に対して

府雇用資

て

整

め

優

金

の労働活

え，財政

に雇用優

遇措置を

について

表２　15歳以上労働人口の専門程度別構成�

1996 1997 1998

専 門 な し  
基 礎 程 度  
基礎技術レベルワーカー 
基礎技術をもたないワーカー 
中 学 終 了  
大学卒業程度 
大学以上の高等教育 
全　　　　　　　　体 

（出所）『ベトナムの労働・雇用情勢1996－1998』統計出版。 

87.69 
1.77 
2.26 
2.12 
3.84 
2.28 
0.03 
100.00

87.71 
1.51 
2.05 
2.34 
3.80 
2.51 
0.05 
100.00

86.70 
1.46 
2.16 
2.59 
4.05 
2.97 
0.08 
100.00



国会の承

立案し，

認を得

人民会

る。地方人民委員会

議の決定を受ける。

は，独自の雇用創出プログラムと基金を

外国投

に国が定

置が与え

人の雇用

チミン市

資

め

ら

を

は

法，

た重

れて

創出

年

でのヒア

ることも

リングに

含まれ

国内投資奨励法等に

点投資地域で雇用を

いる。ベトナムの

することを目標に掲

に 万人の雇用を提

おい

創出

年

げて

供す

て，

する

の国

いる

るこ

よる）。雇用機会は

る。

国内だけ

雇用創出効果の高い

投資に対しては，特

家計画では， 万

。また，地方レベル

（ホとを目標とした

投

別

人か

で

ー

資，特

の優遇

ら

は，ホ

チミ

でなく，海外へ労働力を輸出

別

措

万

ー

ン市

す

．求

法律に

助，労働

職

よ

市

サー

り設

場情

関の許可

求職サ

を要す

ービス

ビス組織

立された求職サービ

報の収集・提供の責

ス組

務を

織は

有す

る。

組織は，手数料を徴収し，税

，相談，求人紹介，

る。海外労働派遣は

求

所

人募集

轄国家

の減免を受けることができる

援

機

。

また職業

が設立を

定する特

求職サー

訓

決

別

ビ

練を

定す

求職

ス組

求

年

職サー

現在，

実施できる。求職サ

る組織，人民組織が

サービス組織がある

織を統一管理してい

ビス組織の実態

全国に の求職サー

ービ

設立

。労
（る

ス組

する

働・
）。

ビス組

（省・織には，地方

組織，さらに中央省

戦傷病者・社会福祉

中央

庁

省

直轄

が設立

がこれ

織が設けられている。農村の

市）

決

ら

雇

用創出に

設立され

もに，雇

練センタ

る。

は

て

用

ー

，地

いる

問題

はま

方の省レベルで職業

。地方における中小

を解決するための重

だ貧しい状態であり

訓練

企

要な

，ニ

セン

業育

対策

ーズ

ター，雇用促進セン

（実態は家内工業レ成

である。ただし，地

に応えられないこと

タ

ベ

方

が

ーなど

ル）と

の職業

問題で

が

と

訓

あ



労働輸出

第 章 市場経済化過程におけるベトナム労働法

外国へ

いる。斡

余剰労働

を認めて

ているラ

の

旋

力

労

イ

労働輸出は，訓

機関はこれまで

や失業問題に対

働輸出振興をは

センスを民間企

ベトナム

働輸出を

政府の中長期計画

目標としている。

練・研修

地方ごと

応するた

かってい

業にも認

では，

の名

に

めに

る。

めよ

目で 年を

機関にとどめて

，複数の機関に

現在は公的機関

うという動き

年に 万人，

期間とし

いたが，

労働輸出

，国営企

もでてき

年には

て

国

ラ

業

てい

行われて

営企業の

イセンス

に限られ
（ ）る 。

万人の労

労働輸

と，外国

ないこと

いる。労

技能獲得

出

の

，

働

な

の問題点は，家

労働現場でのベ

派遣前研修の不

輸出は，単に出

どを通じてベト

そのため

件として

には，送り出され

外国語能力，専門

事労働の

トナム人

十分，帰

稼ぎとい

ナムの工

よう

労働

国後

う所

業化

な禁止職種の輸

者の権利・保護

の就職・復帰問

得効果だけでな

，近代化に役立

る労働者

分野の基

の質の向上が不可欠

礎知識などの基準を

出が行わ

が十分に

題などが

く，海外

つ面をも

れ

行

あ

で

っ

ているこ

われてい

げられて

の研修，

ている。

である。

明確にす

送り出す条

ることが重

要となろ

外

外国企

可した雇

う

国

業

用

。

機関，外国企業

等および外国人

サービス組織に

なければ

企業等の

ならない。雇用サー

要件を満たせない

への労働

が，ベト

募集申請

者斡

ナム

を行

旋

人労働者を募集

い，雇用サービ

ビス組織

場合は，外

が紹介した労働者

国企業等は直接，労

するとき

ス機関に

は

紹

，国が許

介を求め

が，募集申

働者を募

請した外国

集できる。

年

トナム人

よれば，

場合は外

集する場

労

外

務

合

月の議定 号は

働者の採用，使

国公館・国際機

省所属の労働供

は省級労働供給

，ベトナ

用および

関，通信

給機関に

機関に，

ム在

管理

・報

，外

募集

住の外国組織，

に関する規則で

道関係機関，

国企業・駐在員

を申請しなけれ

個人のた

あるが，

組織

事務所等

ばならな

め

こ

が募

の

い

に働くベ

の規則に

集する

組織が募

。募集申



請の日を

働者を紹

含めて

介でき

（ ）日 経過しても，

なかった場合は，募

労働供

集申請し

給機関が，募集条件

た外国側は直接，募

を満たす

集できる

労

。

上記の議

等に就職

ベトナ

務につい

が，ベト

定

す

ム

て

ナ

号

るこ

側で

，企

ム人

プログラ

る管理・

ム計画

技術部

では，国家機密保持

とを制限している。

満たすことのできな

業または個人は，一

労働者が外国人に代

の理

い高

定

わっ

由か

度の

期間

てこ

をたてなければなら

門の人員のベトナム

ない。こ

化を目的

ら公務員，軍関係者

技術を要する業務ま

外国人を雇用するこ

れら業務を行えるよ

が

た

とが

う

外国企

は管理

でき

に，研

の規定は，外国投資

とするものである。

企業にお

業

業

る

修

け

．雇

求職者

録する権

用

は

利

に関

，求

を有

サービス

に従い，

を通じ

生産お

する労働者と使用者

人先と直接連絡をと

する。使用者は求職

の権

るこ

者と

利・

と，

直接

て労働者を募集する

よび経営の需要に合

権利を有

わせて

義務

あるいは求職サービ

連絡をとること，あ

ス

る

組織に

いは雇

する。また使用者は

労働者数を増減する

，法の規

権利を有

登

用

定

す

る。

．雇

年以

用

上

調整

勤続

用者は労

を創出で

働者を

きず，

の労働者が，事業のリストラ

再訓練して新しい職

解雇する場合は，失

場で雇用

業手当を

や技術革新で職を失う場合，

する責任を有する。

支払わなければなら

新しい職

ない。こ

使

場

の

場合，当

当を支払

この場

生産工

造への転

該

わ

合

程

換

事業

なけ

の事

の全

，

所における労働者の

ればならないが，

業再編，技術革新は

部または一部の変更

遅れた技術に替えて

勤続

カ月

，

，

生産

年数

を下

生産

労働

性向

に相当する月数の給

回ってはならない。

性の高い機械・設備

集約度の低い製品ま

上と品質向上に寄与

与

へ

た

す

の失業

の更新

は製品

る先進

手

，

構

技



術の利用

用者が事

， （組組織再編

業再編や技術革新

織内の統合

を理由に

第 章 市場経済化過程におけ

（，解散）である

した雇用調整は比較

るベトナム

）。ベトナ

的容易で

労働法

ムでは，使

あるといわ

れる。外

よって解

大量解

る各労働

者リスト

国

雇

雇

者

を

投資企業の場合

することが多い

の必要が生じた

の勤続年数，専

公表して，労働

つ解雇す

過程で労

る。解雇は所轄の

働組合は，経営管

でも，労

。

場合は，

門的技能

組合執行

働組

使用

，家

委員

合と協議して，

者は事業体の必

族状況，その他

会と討議し，そ

地方労働

理に参画

機関に通知後，有効

する立場と労働者保

労働組合

要性，事

要因に基

の同意を

の

業

づ

得

指導力に

体におけ

き，解雇

て 人ず

となる。

護の立場

雇用調整の

の両面を備

えている。

労働契約・労働

．労働契約

協約

労働契

労使関係

移行した

式である

る。

約

に

ベ

。

は，労働者と使

おける双方の権

トナムにおいて

本節では，はじ

労働契約の形態

用者間の

利と義務

，使用者

めに労働

賃金

につ

と労

法

の支払いを受け

いての協定であ

働者の雇用関係

典における労働

る雇用，

り，市場

を成立さ

契約の内

労

シ

せ

容を

働条件，

ステムに

る法的形

確認す

労働

（ ）期

（ ）

（ ）

原則と

契

間

年

年

し

約には三つの形

の明示のない契

ないし 年間の

未満の季節労働

て，労働契約は

態がある

約，

契約，

または特

文書で行

。

定の

われ

労働についての

なければならな

契約，で

いが，

あ

カ

る。

月を超え



ない一時

る。労働

的労働

契約の

，家内工業的性質の

締結は，労働者と使

労働の場

用者の間

合は口頭による契約

で直接行うことがで

が認めら

き，使用

れ

者

と労働集

複数の使

労

労働

団

用

働

契

の代

者と

契約

約に

従

労

事すべ

働時間

表者との間で締結す

単一または複数の労

の要件

は，次の事項が含ま

るこ

働契

れな

とも

約を

けれ

き労働

，休憩時間

できる。労働者は，

締結できる。

ばならない。

人または

給

就

契

労

社

与

業

約

働

会

場所

期間

の安

保険

労働契

協約また

約にお

は事業

全・衛生に関する条

いて，労働者の権利

体の就業規則に定め

件

の一部ま

られた

たはすべてが，労働

権利より低く定めら

法規，労

れている

働

場

合，ある

督官は必

けた補足

除する権

い

要

や

限

は労

な修

追加

を有

労

労働契

働契約

約の締

働者の他の権利に制

正・補足に関して当

を拒否する場合は，

する。

限を

事者

労働

与え

を指

監督

を義務づけられる組

結を義務づけられる

織

のは，

るものである場合に

導する。当事者双方

官はこれらの内容を

は

が

強

，労働

勧告を

制的に

監

受

削

国

対

公

治

士

営

し

務

社

官

企業

て），

員で

会団

等以

，民間企業，合弁企

労働者を雇用する家

ない労働者を雇用す

体

外の労働者を雇用す

業，

族・

る国

る人

協同

個人

家行

民軍

（協同組合員以組合

（政機関，大衆組織

・人民公安に属する

外の

）お

経

労働

よび

済組織

者に

政



外

外

国投資企業

国人労働者を雇用する国内

第 章 市場経済化過程におけ

の企業，個人，組織

るベトナム労働法

雇

員

労

労働法

用

を

働

典

規則で禁止され

雇用する個人・

契約の終了

は，労働契約が

合， 契

き， 労

約した職務が完了

働者が投獄された

ていない

組織，と

終了する

したとき

とき，も

職種

され

場

において，退役
（ ）る 。

合として， 契

， 当事者双方が契

しくは裁判所の決定

軍人，メ

約期間が

約終了に

により前

イ

満了

ド，公務

した場

同意したと

職に就業す

ることを

したとき

上記に

使用者が

るのは，

禁

，

加

一

使

止されたとき，

としている。

えて，労働法典

方的に労働契約

用者が一方的に

以下の

労

場合には，使用者

働者が，契約の下

労働者

は労働者

を終了す

労働契約

が死

が一

る場

を終

亡，または裁判

方的に労働契約

合も，定めて

了する場合であ

が一方的

での職務

に労働契約を解除で

を継続的に達成しな

所が行方

を終了で
（ ）いる 。

る。

不

き

紛争

明を宣告

る場合と

が生じ

きる。

いとき

労

期

け

労

天

働

間

て

働

災

者が懲戒措置で

に定めのない契

治療を受けたと

者が，疾病によ

，火事などやむ

を

事

して，それが不成

業体，機関，組織

解雇され

約の下で

き。また

り連続

をえない

たと

就労

は期

カ月

事由

き

する労働者が，

間の定めのない

以上，休業した

によって，使用

功に終わ

が活動を

り，事業を縮小せざ

終了したとき

病気によ

契約の下

場合

者が事態

るを得な

り

で

克

カ間続

労働する

服の努力

いとき

ただし

により，

とき，あ

ていると

女子労働

，

治

る

き

者

労働者が，疾

療・療養を受け

いは私用の休暇

， 結婚・妊娠

の場合には，使用

病，労働

ていると

，または

・出産，

者は一方

災害

き，

その

年

的

または職業病の

労働者が年次

他使用者の同意

未満の乳児の育

に労働契約を解

ために，

休暇を取

を得た休

児休業の

除できな

医

得

暇

状

い。

師の決定

している

を取得し

況にある

事業体等



で， 年

は勤務期

以上継続

間 年

的に就労した労働者

について半月の賃金

との労

相当の退

働契約を解除する場

職手当を支払う責任

合は，使用

を有する

者

。

．労

労働契

第 は，

働

約

本

契約

に関

来労

である。

業体）に

これは

多く，

にかかわる労働問題

連して指摘されてい

働契約を締結すべき

る問

であ

題は

るの

（個非国営セクター

全体の労働者数の

人企業，

％に達す

，二つに分類できる

に，労働契約を締結

で

し

あろう

ない場

私営企業，家族経営な
（るとされている

どの中
）。労働契

。

合

小事

約

を締結し

る社会保

結されて

ないなど

第 は

な

険

い

の

，

いケ

，医

ない

問題

違法

労働法で

している

文書に

場合，

ースが多いのは，使

療保険等の支払いを

ことにより，労働災

が生じている。

な労働契約の場合で

用者

回避

害が

ある

が，

して

発生

。違

よる契約を義務づけ

年間をとおしての

られてい

仕事の性

労働契約締結によっ

いることがある。労

しても労働者は補償

法な労働契約の例と

て

働

を

し

課せら

契約が

受けら

ては，

るにもかかわらず口

質を有しているにも

答の契約

かかわら

れ

締

れ

に

ず

年未満

働契約の

容を満足

いは違法

労働契

の

モ

し

な

約

契約

デル

てい

労働

にか

了などに

％

かかわ

を占め

にしている場合，

を使用していない場

ない場合，などがあ

契約は行政処罰の対

かわる紛争には，賃

労働

合，
（る

象と

金，

・戦

労
）。

なる

労働

る紛争がある。なか

るとされている。使

でも，労

用者側の

傷病兵・社会福祉省

働法に定められた労

労働契約を締結しな
（ ）。

条件，労働災害，労

が

働

い場

働

定めた

契約の

合あ

契約の

働契約の終了にかか

組織再編，技術革新

わる紛争

を理由に

労

内

る

終

が

し

た労働契

い。組織

する事項

ムの市場

約

再

に

経

の終

編，

は含

済化

了に対して，労働者

技術革新を理由とす

まれていないからで

が進展するに従い，

側

る場

ある

今後

が同

合は

。こ

増え

意しない場合の紛争

，使用者が一方的に

のような紛争の増加

ていくものと予想さ

も少

契

は

れ

なく

約を解

，ベト

る。

な

除

ナ



．労働協約

第 章 市場経済化過程におけるベトナム労働法

労働協

利，利益

労働協約

監督署に

約

，

は

登

は，労働条件，

義務に関する労

省級の労働基準

録された日から

が承認し

とされる

ない場合はその部

場 （ ）合は ，協約取

労働力の

働組合と

監督署に

発効する

分につい

消し宣言

使

使用

届け

。協

用と労使関係に

者間の文書協定

られ，登録され

約の一部につい

ては無効とされる。

は省級労働基準監

おける労

である。

る。協約

て，労働

協約のす

督署の所

使双

締

は

基

方の権

結された

労働基準

準監督署

べてが無効

管となる。

協約の有

られる。

事業体

場合は，

されるま

効

の

継

で

期間は 年ない

分割，所有権・

承する使用者は

，その協約を引

合は，政

労働協

府が別に定める。

約の適用対象は，

し 年で

経営権ま

，協約の

き続き継

ある

たは

有効

続し

が，最初の協約

事業体の財産使

期間満了まで，

て履行する責務

（労働法典

国営企

第 条）。

業， （国営企業を

は 年未

用権の譲

または新

を有する

満

渡

協

。

でも認め

があった

約が締結

合併の場

除く） 人以上のベ

トナム人

企業およ

する外国

国家行政

などの特

労

び

お

機

殊

働者を雇用する

輸出加工区・工

よび国際機関，

関，大衆組織お

企業で働く労働

国営企

転換を促

業改革を進める過

進することが政策

他の経済

業区企業

独立採

よび政治

者には，

セク

，

算の

社会

労働

ターの企業およ

人以上のベト

行政機関，サー

団体連合の職員

協約は適用され

程で，企

課題にな

業の株式化，リース

っている。企業改革

び個人，

ナム人労

ビス機関

，人民軍
（ ）ない

化，売却

の目的は

働

，

・

。

外国投資

者を雇用

である。

人民公安

などの所有

，経営効率

（ 利化

力を合理

働条件の

者の雇用

益を

化

継

維

あげる），技術

することが必要

続を定めた労働

持を目的として

高度化に

になる。

法第 条

いると思

ある

所有

は，

われ

が，改革過程で

形態変更に際し

主として国営企

る。

国営企業

て労働者

業改革に

の

の

お

余剰労働

雇用と労

ける労働



労働法

進，使用

の役割な

労

典

者

ど

働組

にお

によ

であ

年労働組

であった

合法に

が，労

合

ける労働組合の扱い

る労働組合の承認，

る。労働組合自体の

従うとしている。労

働組合法は労働法典

は，

労働

設立

労働

組合

，組

働法典は

に統合さ

法典施行後の労働組

活動の保証，ベトナ

織，任務などについ

労働分野の法令・規

れなかった。

合

ム

て

結成の

労働総

は，

則の法典

促

連

化

労働組

労働組

ムの労働

体をいう

って，労

合

合

階

。

働

法は

とは

級お

それ

者の

ここか

担う重要

ら明ら

な主体

，次のように労働組

，ベトナム共産党の

（合わせよび労働者

は，ベトナム社会主

社会主義学校である

合を

指導

て労

義共
（。

定義

の下

働者

和国
）

かなように，理念上

であり，労働者の権

，ベトナ

利と利益

している。

に，自主的に組織さ

と呼ぶ）の広範な政

の政治体系の構成メ

れ

治・

ン

たベト

社会

バーで

ムの労働組合は社会

を保証する機能を有

主義革命

すると同

ナ

団

あ

を

時

に 国と

ベトナ

の頂点に

して，国

述べ，政

連

ム

ベ

の

策

携し

の労

トナ

経済

策定

直接関連

する政策

する法

・制度

て生産の発展をはか

働組合は，地域，産

ム労働総連合がある

社会開発計画，経済

と実施に関与する。

る

業ご

。ベ

管理

労働

機能

とに

トナ

シス

総連

案を国会に提出する

の実施を監督・検査

権限が認

する責任

も有している。

連合組織が形成され

ム労働総連合は，労

テム，労働政策に関

合には，労働者の権

て

働

し

利

おり，

者代表

て意見

・義務

められている。また

をもっている。

，労働に

そ

と

を

に

関

すべて

人労働者

政府機関

ル以上の

認される

の

は

ま

労

こ

経済

，労

たは

働組

とを

セクターの企業，国

働組合を組織し，加

組織団体に通知すれ

合は法人格を有する
（ ）条件としている 。

家機

入す

ば設

と定

労

関・

るこ

立で

めて

働組

社会団体に雇用され

とができる。労働組

きる。労働組合法は

いるが，実際には上

合は，新設事業体の

る

合

，

部

場合

ベトナ

は，関

単位レ

団体に

，操

ム

係

ベ

公

業



後 カ月

現在，

以内に結成されな

ベトナム労働総連

ければな

合傘下の

第 章 市場経済化過程におけ

らない。

労働者数は 万人

るベトナム

で，国営

労働法

企業の ％

以上がこ

数あり，

課題とな

こ

全

っ

に含まれている

体の ％に達す

ている。

労働争議の解決

。しかし

ると言わ

，労

れ，

働組合が結成さ

労働総連合の監

れていな

督指導機

い

能

企業が多

の強化が

．労

労働争

益，労働

に関する

働

議

契

紛

争議

は， 雇用，賃金

約および労働協
（ ）争 と規定さ

者間の争議）と 団体争議

，収入，

約の履行

れる。労

（労働組合

そ

なら

働

の他労働条件に

びに実習訓練期

争議は， 個人

と使用者間の争議），

関する権

間中に発

（的争議

に分けら

利お

生

労働

よび利

する問題

者と使用

れる。

．労

労働争

当

法

働

議

事

に

争議の解決方法

は，以下の原則

者間の交渉と協

基づく調停およ

公

争

開的，客観的，迅

議解決に労使双方

に基づい

議

び仲裁

て行われる。

速な，法

の参加を

に準拠した解決

得ること

個別労

（基礎労

判所，と

団体労

級の労働

働

働調

さ

働

局

争議解決の権限

停協議会がない

れる。

争議解決の権限

労働調停委員，

を有する

場合）県級

を有する

省級労

機

の

機関

働仲

関は， 基礎労

労働機関の労働

は， 基礎労働

裁協議会， 人

働調停協

調停委員

調停協議

民裁判所

議会

，

会

，

または

人民裁

または県

である。



労働組合

に要請す

は労働

るかま

仲裁協議会の裁決に

たはストライキを行

同意しな

うことが

い場合，争議解決を

できる。公共セクタ

人民裁判

ー，国民

所

経

済もしく

を禁止さ

年

別法廷と

礎労働調

は

れ

し

停

国家
（る

月の

て，

協議

った以下

雇

に掲げ

用，賃

の安全保障・防衛に
）。

国会で人民裁判所組

労働法廷が新設され

会または県級の労働
（

不可

織法

た。

機関
）

欠な

が改

労働

の労

る争議を取り扱う

金，所得その他の労

。

働条件に

事業体については，

（ ）正 され，労働争

法廷は個人争議に関

働調停委員の調停が

ス

議解

し

不

トライ

決の

ては，

調に終

かかわる争議

キ

特

基

わ

労

教

ただし

賠償に関

労働調停

働

育

，

す

委

契約

訓練

解雇

る争

員の

団体争

合で，

議は，

の実行に関する争議

過程で生じた争議

または一方的な労働

議に関しては，基礎

調停を必要とせず直

契約

労働

接人

の終

調停

民裁

省級労働仲裁協議会の仲裁決

結と，使用者側が受

協議会または県級の

判所に提訴できる。

定に争議当事者が合

け

労

た損害

働機関

意しない

の

の

場

雇

労

労

．労

用

働

働

働

，賃

契約

組合

争議

労働法典制定

金，所得その他の労

および労働協約の実

の結成，加入，参加

解決の現状

働条

行に

の権

件に

関す

利に

により労働組合の争議権が認

かかわる争議

る争議

関する争議，が対象とされる

められるようになったが，手

。

続

きが複雑

ホーチミ

るが，こ

かわる問

首都ハノ

な

ン

の

題

イ

ので

市で

区分

でも

では

結果的に違法ストに

の聞き取り調査では

も明確ではないとい

，支援団体がかかわ

，争議のケースは非

なっ

，争

う。

るこ

常に

てし

議は

争議

とで

少な

まうケースが多いと

個人争議と団体争議

の始まりが個人の労

，団体争議になるこ

いという。団体争議

い

に

働

と

の

われる

分けら

契約に

がある

大部分

。

れ

か

。

が



外国投資

形態，組
（ ）

企業の争議である

織形態変更に伴う

と言われ

争議のケ

第 章 市場経済化過程におけ

る。しかし，最近で

ースが新聞記事にあ

るベトナム

は，国営

らわれる

労働法

企業の所有

ようになっ

た 。

は，労働

ていない

約束した

たったケ

ホー

組

た

引

ー

チミン市の国営

合に対して賃金

めに，賃金引上

上げを実施でき

スである。労働

っている

る。たま

が，実態は国営企

たま，新聞に載っ

企業から

引上げを

げに関し

なかった

法典上は

株

約束

ては

。こ

，国

式会社に転換す

したが，株式会

国営企業に対す

れに対して労働

営企業も非国営

業に対し

た事件で

て雇用保障と賃金

あるが，ベトナムに

る過程に

社への転

る規制が

者がスト

企業も同

ある

換

適

ラ

じ

企業で

が終了し

用され，

イキにい

扱いとな

の制約が

おける企

課されてい

業改革の現

状が引き

労働契

かが起点

は，労働

償訴訟の

起

約

と

法

場

こしている問題

にかかわる争議

なる。このとき

違反の行政処罰

合は，事件が労

争なのか

していて

を決定するまでに

，賃金を払ってい

を示して

の場合は

，労働契

で処理さ

働紛争な

いる

，労

約の

れる

のか

。

働契約が法的に

内容が労働法の

。使用者側が被

，民事紛争なの

時間がか

れば労働

かる（ ）。委託業務

契約，サービス・生

成立して

規定に違

った損害

か，ある

い

反

に

い

るかどう

する場合

対する賠

は経済紛

に関する

産物に対

紛争も増加

する対価を

払う場合

発生して

れないと

労働仲

法曹人材

は

も

い

裁

が

民事契約である

，労働者は医療

う問題がある。

協議会の仲裁人

不足している状

裁という

あろう。

意味では，労使か

という解

費，社会

は大部分

態ではや

釈が

保険

が労

むを

出ている。労働

を受け取れるが

組の法務関係者

えないのかもし

ら中立な立場で仲裁を行う専

契約なら

，民事な

であると

れないが

労

ら

い

，

働災害が

ば受け取

われる。

公正な仲

門家の育成が課題で

おわ

ベトナ

り

ム

にかえて

で労働法典が制定された同じ頃に，同じアジアの社会主義国であ



る中国で

似する部

も労働

分が多

法が制定されている

い。しかし，決定的

。中国の

な違いは

労働法とベトナムの

，中国ではストライ

労働法は

キ権が認

相

め

られず，

係におい

るという

らく，開

いにある

ベ

て

分

発

の

トナ

も，

析が

に対

では

ベトナ

労働組織

ム労働

の自律

ムでは認められてい

中国に比較すると，
（ ）ある 。この違いは

する国家のあり方，

ないかと，筆者は推

るこ

ベト

ど

国家

測し

とで

ナム

こに

開発

てい

法典は，労働者保護

性は労働者保護のほ

と開発促

うにより

ある。共産党と労働

の労働総連のほうが

起因しているのだろ

に対する労働者の位

る。

総

自

うか

置

連合の

律的で

。お

づけの

進の二つの目的を有

強く作用し，それは

している

国営企業

関

あ

そ

違

。

改

革のよう

らすかも

業に導入

もいえる

年

に

し

す

。

労働

れな

るな

月に

て，アメ

表明した

リカの

。ベト

者の既得権を危うく

い。他方で，いち早

ど，ベトナムの労働

行われたベトナムと

する

く週

条件

ア

場合

労

向上

メリ

労働団体はベトナム

ナムが対外関係をさ

の労働基

らに拡大

には改革を遅らせる

働時間制を国家公務

に積極的役割も果た

カの二国間通商協定

効

員

し

調印

果をも

，国営

ている

に対

準・人権を理由に反

していく過程で，国

対の意思

内の経済

た

企

と

し

を

改

革の進展

なく，国

開発と労

済改革の

争の発生

が

際

働

進

が

不可

的な

者保

展，

予想

でに議論

た市場化

が分か

の進展

避となる。それは国

労働基準の採用を要

護のバランスをどの

市場経済化の進展に

される。本論で取り

営企

求す

よう

よっ

上げ

業の

るこ

にと

てこ

た雇

れる問題が出てきて

による経済社会の変

いること

化と他の

余剰労働力の整理を

とになるであろう。

ることができるのだ

れまで考えられなか

用，労働契約などの

迫

労

ろ

っ

分

るだけ

働総連

うか。

た労働

野でも

が明らかになった。

法分野の変化により

労働法も

，変化を

で

は

経

紛

す

ま

遂

げていく

注

ものと思われる。

“
” （ 現在



の市
月
同

場経
号）

済システムにお

上， ページ。

る労働

第 章 市場経済化過程におけ
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